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(57)【要約】
【課題】　優れた低温定着性、耐熱保管性および帯電の長期安定性が得られる静電荷像現
像用トナーの提供。
【解決手段】　静電荷像現像用トナーは、結着樹脂および結晶性エステル化合物を含有す
るトナー粒子からなり、前記結晶性エステル化合物が直鎖構造を有し、かつ、前記結着樹
脂が、下記一般式（１）で表されるアクリル酸エステル系単量体に由来の構造単位を含む
スチレン－アクリル系樹脂を含有することを特徴とする。ただし、一般式（１）中、Ｒ1 

は水素原子またはメチル基を示し、Ｒ2 は水素原子、炭素数１～１６のアルキル基または
炭素数６～１５のアリール基を示す。ｍは２または３を示し、ｎは１～２５の整数を示す
。

【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　結着樹脂および結晶性エステル化合物を含有するトナー粒子からなり、
　前記結晶性エステル化合物が直鎖構造を有し、かつ、
　前記結着樹脂が、下記一般式（１）で表されるアクリル酸エステル系単量体に由来の構
造単位を含むスチレン－アクリル系樹脂を含有することを特徴とする静電荷像現像用トナ
ー。
【化１】

〔一般式（１）中、Ｒ1 は水素原子またはメチル基を示し、Ｒ2 は水素原子、炭素数１～
１６のアルキル基または炭素数６～１５のアリール基を示す。ｍは２または３を示し、ｎ
は１～２５の整数を示す。〕
【請求項２】
　前記スチレン－アクリル系樹脂における一般式（１）で表されるアクリル酸エステル系
単量体に由来の構造単位の含有割合が、２～２０質量％であることを特徴とする請求項１
に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項３】
　前記一般式（１）において、Ｒ1 がメチル基であることを特徴とする請求項１または請
求項２に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項４】
　前記一般式（１）において、Ｒ2 がメチル基であることを特徴とする請求項１～請求項
３のいずれかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項５】
　前記一般式（１）において、ｍが２であることを特徴とする請求項１～請求項４のいず
れかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項６】
　前記一般式（１）において、ｎが２～２０の整数であることを特徴とする請求項１～請
求項５のいずれかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項７】
　前記トナー粒子中の前記結晶性エステル化合物の含有割合が、１～３０質量％であるこ
とを特徴とする請求項１～請求項６のいずれかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項８】
　前記結晶性エステル化合物が、エステル結合を２つ以上有する化合物であることを特徴
とする請求項１～請求項７のいずれかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項９】
　前記結晶性エステル化合物が、エステル結合を４つ以上有する結晶性ポリエステル樹脂
であることを特徴とする請求項８に記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項１０】
　前記結晶性エステル化合物が、融点６０℃以上９０℃未満のものであることを特徴とす
る請求項１～請求項９のいずれかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項１１】
　前記結晶性エステル化合物の溶解度パラメーター値（ＳＰ値：（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 

）をＳＰ（Ｅ）、前記結着樹脂の溶解度パラメーター値をＳＰ（樹脂）としたときに、
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　０＜ＳＰ（樹脂）－ＳＰ（Ｅ）≦２．０を満たすことを特徴とする請求項１０に記載の
静電荷像現像用トナー。
【請求項１２】
　前記トナー粒子が、その組成が前記結晶性エステル化合物と異なるワックスを含有する
ことを特徴とする請求項１～請求項１１のいずれかに記載の静電荷像現像用トナー。
【請求項１３】
　前記結晶性エステル化合物の溶解度パラメーター値（ＳＰ値：（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 

）をＳＰ（Ｅ）、前記ワックスの溶解度パラメーター値をＳＰ（Ｗ）としたときに、
　ＳＰ（Ｗ）＜ＳＰ（Ｅ）を満たすことを特徴とする請求項１２に記載の静電荷像現像用
トナー。
【請求項１４】
　前記結晶性エステル化合物の融点をＴｍ（Ｅ）、前記ワックスの融点をＴｍ（Ｗ）とし
たときに、
　Ｔｍ（Ｗ）＜Ｔｍ（Ｅ）を満たすことを特徴とする請求項１２または請求項１３に記載
の静電荷像現像用トナー。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式の画像形成に用いられる静電荷像現像用トナーに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、電子写真方式の画像形成装置において一層の省エネルギー化を図るために、より
低い温度で熱定着を行うことができる静電荷像現像用トナー（以下、単に「トナー」とも
いう。）が必要とされており、このようなトナーにおいてさらに優れた低温定着性および
長期間にわたって高画質の画像を安定して形成することができるよう、帯電の長期安定性
を満足するトナーが求められている。
　例えば、定着助剤として結晶性の材料、具体的には結晶性ポリエステル樹脂や脂肪酸エ
ステル化合物などの結晶性エステル化合物を含有させたトナーが広く知られている（例え
ば特許文献１参照）。
【０００３】
　しかしながら、特許文献１に開示されたような定着助剤を含有するトナーにおいては、
熱定着時の結晶性エステル化合物と結着樹脂との相溶性が高い場合は、熱定着前において
結着樹脂の可塑化が進行してトナーの耐熱保管性に劣るという問題が生じ、一方で、相溶
性が低い場合は、十分な低温定着性が得られないという問題や、結晶性エステル化合物が
遊離してトナー粒子の表面に露出し、トナーの帯電性が低下することによって画像濃度の
低下やカブリといった画像不良を生じる、という問題がある。
【０００４】
　このような問題を解決するために、結着樹脂と結晶性エステル化合物との相溶性を制御
することにより、トナー粒子中においては結晶性エステル化合物を結晶化した状態で存在
させ、当該結晶性エステル化合物と結着樹脂とを熱定着時に相溶させることによって、低
温定着性と帯電の長期安定性とを両立して得ることが提案されている（特許文献２、３参
照）。
【０００５】
　しかしながら、このようなトナーによっても、近年益々高まる低温定着性、耐熱保管性
および帯電の長期安定性の要求を十分に満足することができないのが実情である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－２２２１３８号公報
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【特許文献２】特開２００４－２８６８４２号公報
【特許文献３】特開２０１１－１４９９９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、以上のような事情を考慮してなされたものであって、その目的は、優れた低
温定着性、耐熱保管性および帯電の長期安定性が得られる静電荷像現像用トナーを提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の静電荷像現像用トナーは、結着樹脂および結晶性エステル化合物を含有するト
ナー粒子からなり、
　前記結晶性エステル化合物が直鎖構造を有し、かつ、
　前記結着樹脂が、下記一般式（１）で表されるアクリル酸エステル系単量体に由来の構
造単位を含むスチレン－アクリル系樹脂を含有することを特徴とする。
【０００９】
【化１】

【００１０】
〔一般式（１）中、Ｒ1 は水素原子またはメチル基を示し、Ｒ2 は水素原子、炭素数１～
１６のアルキル基または炭素数６～１５のアリール基を示す。ｍは２または３を示し、ｎ
は１～２５の整数を示す。〕
【００１１】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記スチレン－アクリル系樹脂における一
般式（１）で表されるアクリル酸エステル系単量体に由来の構造単位の含有割合が、２～
２０質量％であることが好ましい。
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記一般式（１）において、Ｒ1 がメチル
基であることが好ましい。
　また、前記一般式（１）において、Ｒ2 がメチル基であることが好ましい。
　また、前記一般式（１）において、ｍが２であることが好ましい。
　また、前記一般式（１）において、ｎが２～２０の整数であることが好ましい。
【００１２】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記トナー粒子中の前記結晶性エステル化
合物の含有割合が、１～３０質量％であることが好ましい。
【００１３】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記結晶性エステル化合物が、エステル結
合を２つ以上有する化合物であることが好ましく、エステル結合を４つ以上有する結晶性
ポリエステル樹脂であることがさらに好ましい。
【００１４】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記結晶性エステル化合物が、融点６０℃
以上９０℃未満のものであることが好ましい。
【００１５】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記結晶性エステル化合物の溶解度パラメ
ーター値（ＳＰ値：（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 ）をＳＰ（Ｅ）、前記結着樹脂の溶解度パラ
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メーター値をＳＰ（樹脂）としたときに、
　０＜ＳＰ（樹脂）－ＳＰ（Ｅ）≦２．０を満たすことが好ましい。
【００１６】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記トナー粒子が、その組成が前記結晶性
エステル化合物と異なるワックスを含有することが好ましい。
【００１７】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記結晶性エステル化合物の溶解度パラメ
ーター値（ＳＰ値：（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 ）をＳＰ（Ｅ）、前記ワックスの溶解度パラ
メーター値をＳＰ（Ｗ）としたときに、
　ＳＰ（Ｗ）＜ＳＰ（Ｅ）を満たすことが好ましい。
【００１８】
　本発明の静電荷像現像用トナーにおいては、前記結晶性エステル化合物の融点をＴｍ（
Ｅ）、前記ワックスの融点をＴｍ（Ｗ）としたときに、
　Ｔｍ（Ｗ）＜Ｔｍ（Ｅ）を満たすことが好ましい。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明のトナーによれば、当該トナーが結着樹脂および結晶性エステル化合物を含有す
るトナー粒子からなり、結着樹脂を構成するスチレン－アクリル系樹脂に上記一般式（１
）で表されるアクリル酸エステル系単量体に由来の構造単位が含まれていることによって
、優れた低温定着性、耐熱保管性および帯電の長期安定性が得られる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明について具体的に説明する。
【００２１】
〔トナー〕
　本発明のトナーは、結着樹脂および結晶性エステル化合物を含有するトナー粒子からな
り、結着樹脂が、上記一般式（１）で表されるアクリル酸エステル系単量体（以下、「エ
チレン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体」ともいう。）に由来の構造単位（以下、
「エチレン（プロピレン）グリコール鎖含有構造単位」ともいう。）を含むスチレン－ア
クリル系樹脂（以下、「特定のスチレン－アクリル系樹脂」ともいう。）を含有し、かつ
、結晶性エステル化合物が直鎖構造を有することを特徴とするものである。
【００２２】
　結着樹脂に特定のスチレン－アクリル系樹脂が含有されていることによって、優れた低
温定着性、耐熱保管性および帯電の長期安定性が得られる。
　これは、熱定着前のトナー粒子中においては結着樹脂中で結晶性エステル化合物が結晶
化した状態で存在し、熱定着時に当該結晶性エステル化合物が結着樹脂中の特定のスチレ
ン－アクリル系樹脂と相溶するためであると考えられる。
　具体的には、特定のスチレン－アクリル系樹脂に導入されたエチレン（プロピレン）グ
リコール鎖は、結晶性エステル化合物のエステル結合部位に高い親和性を有している。
　熱定着前のトナー粒子においては、当該結晶性エステル化合物が直鎖構造を有すること
から、結晶性エステル化合物の結晶部位にエチレン（プロピレン）グリコール鎖が進入し
たような構造が形成されて結晶化していると推測される。
　従って、トナー粒子の内部において結晶性エステル化合物によるドメインが均一に分散
された状態となって、結晶性エステル化合物を確実にトナー粒子の内部に結晶化した状態
で存在させることができる。そのため当該結晶性エステル化合物が遊離してトナー粒子の
表面に露出することが抑止され、その結果、耐熱保管性が得られると共に長期間にわたっ
て帯電性の低下が抑止される。
　一方、熱定着時には、結晶性エステル化合物の結晶部位にエチレン（プロピレン）グリ
コール鎖が進入したような構造がトナー中に均一に形成されているため、結晶性エステル
化合物はその融点付近で溶融する際に、この部位がトリガーとなって結着樹脂の可塑化が
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迅速かつ均一に促進されることによって優れた低温定着性が得られるものと推測される。
【００２３】
〔結着樹脂〕
　本発明のトナーに係る結着樹脂は、特定のスチレン－アクリル系樹脂を含有するもので
あれば、その他の樹脂が含有されて構成されていてもよい。
【００２４】
〔特定のスチレン－アクリル系樹脂〕
　結着樹脂を構成する特定のスチレン－アクリル系樹脂は、上記一般式（１）に示すエチ
レン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体に由来のエチレン（プロピレン）グリコール
鎖含有構造単位を含むものである。
　特定のスチレン－アクリル系樹脂は、例えば、上記一般式（１）で表されるエチレン（
プロピレン）グリコール鎖含有単量体とその他の単量体とによる共重合体よりなるスチレ
ン－アクリル系樹脂であってもよく、また、エチレン（プロピレン）グリコール鎖含有単
量体とその他の単量体とにより形成される共重合体と、エチレン（プロピレン）グリコー
ル鎖含有単量体を含まない単量体により形成される（共）重合体との混合樹脂よりなるス
チレン－アクリル系樹脂であってもよい。
【００２５】
　エチレン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体を示す上記一般式（１）において、Ｒ
1  は、水素原子またはメチル基を示し、特にメチル基であることが好ましい。
　また、Ｒ2 は、水素原子、炭素数１～１６のアルキル基または炭素数６～１５のアリー
ル基を示し、特にメチル基であることが好ましい。
【００２６】
　また、上記一般式（１）において、ｍは２または３を示し、特にｍは２であることが好
ましい。
【００２７】
　また、エチレン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体を示す上記一般式（１）におい
て、ｎは１～２５の整数を示し、２～２０であることが好ましく、２～１５であることが
より好ましく、５～１３であることが特に好ましい。
　エチレン（プロピレン）グリコール鎖の鎖長を示す繰り返しが上記の範囲であることに
より、当該エチレン（プロピレン）グリコール鎖と結晶性エステル化合物との相互作用が
確実に得られる。
【００２８】
　特定のスチレン－アクリル系樹脂におけるエチレン（プロピレン）グリコール鎖含有構
造単位の含有割合、すなわちエチレン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体の比率は、
２～２０質量％であることが好ましく、より好ましくは３～１５質量％である。
　特定のスチレン－アクリル系樹脂におけるエチレン（プロピレン）グリコール鎖含有構
造単位の含有割合が上記範囲であることにより、結晶性エステル化合物が特定のスチレン
－アクリル系樹脂に確実に高い親和性を示し、熱定着時にこれらが相溶し、結着樹脂の可
塑化が促進される効果が確実に得られる。一方、特定のスチレン－アクリル系樹脂におけ
るエチレン（プロピレン）グリコール鎖含有構造単位の含有割合が過大である場合は、結
着樹脂のガラス転移点が低いものとなり、十分な耐熱保存性が得られないおそれがある。
また、特定のスチレン－アクリル系樹脂におけるエチレン（プロピレン）グリコール鎖含
有構造単位の含有割合が過小である場合は、エチレン（プロピレン）グリコール鎖による
可塑化の促進効果が十分に得られず、低温定着性が十分に得られないおそれがある。
【００２９】
　特定のスチレン－アクリル系樹脂の形成に使用されるその他の単量体としては、エチレ
ン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体と共重合してスチレン－アクリル系樹脂を形成
することができるものであれば特に限定されないが、例えば以下のものが挙げられる。
・スチレンおよびその誘導体
　スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、α－メチ
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ルスチレン、ｐ－フェニルスチレン、ｐ－エチルスチレン、２，４－ジメチルスチレン、
ｐ－ｔｅｒｔ－ブチルスチレン、ｐ－ｎ－ヘキシルスチレン、ｐ－ｎ－オクチルスチレン
、ｐ－ｎ－ノニルスチレン、ｐ－ｎ－デシルスチレン、ｐ－ｎ－ドデシルスチレンおよび
これらの誘導体など。これらの中でもスチレンが好ましい。
・メタクリル酸、メタクリル酸エステルおよびその誘導体
　メタクリル酸、メタクリル酸メチル（ＭＭＡ）、メタクリル酸エチル（ＥＭＡ）、メタ
クリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソプロピル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル
酸ｔ－ブチル、メタクリル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリ
ル酸ステアリル、メタクリル酸ラウリル、メタクリル酸フェニル、メタクリル酸ジエチル
アミノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノエチルおよびこれらの誘導体など。
・アクリル酸、アクリル酸エステルおよびその誘導体
　アクリル酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸イソプロピル、アクリ
ル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｎ－オクチ
ル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸ラウリル、アク
リル酸フェニルおよびこれらの誘導体など。これらの中でもアクリル酸ｎ－ブチルが好ま
しい。
　これらは、１種単独でまたは２種以上を組み合わせて使用することができる。
【００３０】
　また、上記のスチレン系単量体および／または（メタ）アクリル酸系単量体と共に、以
下のビニル系の重合性単量体を用いることもできる。
・オレフィン類
　エチレン、プロピレン、イソブチレンなど。
・ビニルエステル類
　プロピオン酸ビニル、酢酸ビニル、ベンゾエ酸ビニルなど。
・ビニルエーテル類
　ビニルメチルエーテル、ビニルエチルエーテルなど。
・ビニルケトン類
　ビニルメチルケトン、ビニルエチルケトン、ビニルヘキシルケトンなど。
・Ｎ－ビニル化合物類
　Ｎ－ビニルカルバゾール、Ｎ－ビニルインドール、Ｎ－ビニルピロリドンなど。
・その他
　ビニルナフタレン、ビニルピリジン等のビニル化合物類、アクリロニトリル、メタクリ
ロニトリル、アクリルアミド等のアクリル酸あるいはメタクリル酸誘導体など。
【００３１】
　また、上記のスチレン系単量体および／または（メタ）アクリル酸系単量体と共に、以
下の例えばカルボキシル基、リン酸基などのイオン性解離基を有する重合性単量体を使用
することが好ましい。
・カルボキシ基を有する重合性単量体
　アクリル酸、メタクリル酸、αーエチルアクリル酸、クロトン酸等の（メタ）アクリル
酸、およびα－アルキル誘導体あるいはβ－アルキル誘導体；フマル酸、マレイン酸、シ
トラコン酸、イタコン酸等の不飽和ジカルボン酸；コハク酸モノアクリロイルオキシエチ
ルエステル、コハク酸モノアクリロイルオキシエチレンエステル、フタル酸モノアクリロ
イルオキシエチルエステル、フタル酸モノメタクリロイルオキシエチルエステルなどの不
飽和ジカルボン酸モノエステル誘導体など。
・リン酸基を有する重合性単量体
　アシドホスホオキシエチルメタクリレートなど。
【００３２】
　さらに、上記のスチレン系単量体および／または（メタ）アクリル酸系単量体と共に、
以下の多官能性ビニル類を使用して結着樹脂を架橋構造のものとすることもできる。
・多官能性ビニル類
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　エチレングリコールジメタクリレート、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレ
ングリコールジメタクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレング
リコールジメタクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、ネオペンチルグリ
コールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレートなど。
【００３３】
　特定のスチレン－アクリル系樹脂のガラス転移点は、３０～５０℃であることが好まし
く、より好ましくは３５～４８℃である。
　特定のスチレン－アクリル系樹脂のガラス転移点が上記範囲にあることにより、低温定
着性が確実に得られる。
【００３４】
　特定のスチレン－アクリル系樹脂のガラス転移点は、「ダイヤモンドＤＳＣ」（パーキ
ンエルマー社製）を用いて測定されるものである。
　測定手順としては、試料（特定のスチレン－アクリル系樹脂）３．０ｍｇをアルミニウ
ム製パンに封入し、ホルダーにセットする。リファレンスは空のアルミニウム製パンを使
用した。測定条件としては、測定温度０℃～２００℃、昇温速度１０℃／分、降温速度１
０℃／分で、Ｈｅａｔ－ｃｏｏｌ－Ｈｅａｔの温度制御で行い、その２ｎｄ．Ｈｅａｔに
おけるデータをもとに解析を行い、第１の吸熱ピークの立ち上がり前のベースラインの延
長線と、第１のピークの立ち上がり部分からピーク頂点までの間で最大傾斜を示す接線を
引き、その交点をガラス転移点として示す。
【００３５】
　また、特定のスチレン－アクリル系樹脂の軟化点は、トナーに低温定着性を得る観点か
ら、８０～１２０℃であることが好ましく、より好ましくは９０～１１０℃である。
【００３６】
　特定のスチレン－アクリル系樹脂の軟化点は、下記に示すフローテスターによって測定
されるものである。
　具体的には、まず、２０℃、５０％ＲＨの環境下において、特定のスチレン－アクリル
系樹脂１．１ｇをシャーレに入れ平らにならし、１２時間以上放置した後、成型器「ＳＳ
Ｐ－１０Ａ」（島津製作所社製）によって３８２０ｋｇ／ｃｍ2 の力で３０秒間加圧し、
直径１ｃｍの円柱型の成型サンプルを作成し、次いで、この成型サンプルを、２４℃、５
０％ＲＨの環境下において、フローテスター「ＣＦＴ－５００Ｄ」（島津製作所社製）に
より、荷重１９６Ｎ（２０ｋｇｆ）、開始温度６０℃、予熱時間３００秒間、昇温速度６
℃／分の条件で、円柱型ダイの穴（１ｍｍ径×１ｍｍ）より、直径１ｃｍのピストンを用
いて予熱終了時から押し出し、昇温法の溶融温度測定方法でオフセット値５ｍｍの設定で
測定したオフセット法温度Ｔoffsetが、特定のスチレン－アクリル系樹脂の軟化点とされ
る。
【００３７】
　また、特定のスチレン－アクリル系樹脂は、重量平均分子量（Ｍｗ）が１０，０００～
５０，０００であることが好ましく、より好ましくは２５，０００～３５，０００である
。
　特定のスチレン－アクリル系樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）が上記範囲にあることによ
り、低温定着性および定着分離性が確実に得られる。一方、特定のスチレン－アクリル系
樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）が過大である場合においては、低温定着性が十分に得られ
ないおそれがある。また、特定のスチレン－アクリル系樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）が
過小である場合においては、定着分離性が十分に得られないおそれがある。
【００３８】
　特定のスチレン－アクリル系樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、ゲルパーミエーション
クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測定されるものである。
　具体的には、装置「ＨＬＣ－８２２０」（東ソー社製）およびカラム「ＴＳＫｇｕａｒ
ｄｃｏｌｕｍｎ＋ＴＳＫｇｅｌＳｕｐｅｒＨＺＭ－Ｍ３連」（東ソー社製）を用い、カラ
ム温度を４０℃に保持しながら、キャリア溶媒としてテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）を流
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速０．２ｍＬ／分で流し、試料（特定のスチレン－アクリル系樹脂）を室温において超音
波分散機を用いて５分間処理を行う溶解条件で濃度１ｍｇ／ｍＬになるようにＴＨＦに溶
解させ、次いで、ポアサイズ０．２μｍのメンブランフィルターで処理して試料溶液を得
、この試料溶液１０μＬを上記のキャリア溶媒と共に装置内に注入し、屈折率検出器（Ｒ
Ｉ検出器）を用いて検出し、試料の有する分子量分布を単分散のポリスチレン標準粒子を
用いて測定した検量線を用いて算出されるものである。検量線測定用のポリスチレンとし
ては１０点用いる。
【００３９】
　本発明のトナーに係る結着樹脂に含有されていてもよいその他の樹脂としては、例えば
、ポリエステル樹脂などが好ましく、また、オレフィン系樹脂などのビニル系樹脂、ポリ
アミド系樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリエーテル樹脂、ポリ酢酸ビニル系樹脂、ポリ
スルホン樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、尿素樹脂などが挙げられる。その他の
樹脂は、１種単独で、または２種以上を組み合わせて用いることができる。
　その他の樹脂は、結着樹脂中０～５０質量％の割合で含有されることが好ましい。
【００４０】
　本発明のトナーに含有される結着樹脂の溶解度パラメーター値ＳＰ（樹脂）は、結晶性
エステル化合物の溶解度パラメーター値ＳＰ（Ｅ）よりも大きいものを用いることが好ま
しく、０＜ＳＰ（樹脂）－ＳＰ（Ｅ）≦２．０であるものを用いることが好ましい。両者
の溶解度パラメーター値が近いことにより、結晶性エステル化合物とエチレン（プロピレ
ン）グリコール鎖との高い親和性が得られ、結晶性エステル化合物による結着樹脂の可塑
化を促進する作用が確実に得られて、極めて優れた低温定着性が得られる。結着樹脂の溶
解度パラメーター値ＳＰ（樹脂）が結晶性エステル化合物の溶解度パラメーター値ＳＰ（
Ｅ）以下である場合は、熱定着時に結晶性エステル化合物とエチレン（プロピレン）グリ
コール鎖との親和性が十分に得られないおそれがある。具体的には、結着樹脂の溶解度パ
ラメーター値ＳＰ（樹脂）は１０.１～１０．３であることが好ましい。
　なお、本発明のトナーを構成するトナー粒子がコア粒子の表面がシェル層によって被覆
されてなるコア－シェル構造を有するものである場合は、結晶性エステル化合物はコア粒
子に含有されることが好ましく、この場合、結着樹脂の溶解度パラメーター値ＳＰ（樹脂
）とは、コア粒子を構成する樹脂の溶解度パラメーター値をいう。
【００４１】
　本発明において、溶解度パラメーター値（ＳＰ値：（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 ）とは、２
５℃における溶解度パラメーター値であって、物質に固有の値であり、物質の溶解性を予
測するための一つの有用な尺度である。ＳＰ値は数値が大きいほど極性が高く、逆に数値
が小さいほど極性が低いことを示す。そして、２種の物質を混合する場合に、両者のＳＰ
値の差が小さいほど、溶解度が大きくなる。
　結着樹脂のＳＰ値は、結着樹脂を形成する各単量体のＳＰ値とモル比との積として算出
されるものである。例えば、結着樹脂がＸ、Ｙの２種類の単量体より形成されるものと仮
定した場合、各単量体の質量比をｘ、ｙ（質量％）、分子量をＭｘ、Ｍｙ、ＳＰ値をＳＰ
ｘ、ＳＰｙとすると、この結着樹脂のＳＰ値は下記式（１）で表される。
　式（１）：ＳＰ＝｛（ｘ×ＳＰｘ／Ｍｘ）＋（ｙ×ＳＰｙ／Ｍｙ）｝×｛１／（ｘ／Ｍ
ｘ＋ｙ／Ｍｙ）｝
　単量体のＳＰ値は、その単量体の分子構造中の原子または原子団に対して、Ｆｅｄｏｒ
ｓによって提案された「Ｐｏｌｙｍ．Ｅｎｇ．Ｓｃｉ．Ｖｏｌｌ１４．ｐ１１４（１９７
４）」から蒸発エネルギー（Δei）およびモル体積（Δvi）を求め、下記式（２）から算
出される。但し、重合時開裂する二重結合については、開裂した状態をその分子構造とす
る。
　式（２）：σ＝（ΣΔei／ΣΔvi）

1/2 

　上記式（２）によって単量体のＳＰ値を算出することができない場合は、具体的な値と
して、ポリマーハンドブック（ワイリー社刊）第４版等の文献または独立行政法人「物質
・材料研究機構」提供のデータベース　ＰｏｌｙＩｎｆｏ（ｈｔｔｐ：／／ｐｏｌｙｍｅ
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ｒ．ｎｉｍｓ．ｇｏ．ｊｐ）に記載の溶解度パラメータの項目（ｈｔｔｐ：／／ｐｏｌｙ
ｍｅｒ．ｎｉｍｓ．ｇｏ．ｊｐ／ｇｕｉｄｅ／ｇｕｉｄｅ／ｐ５１１０．ｈｔｍｌ）を参
照することができる。
【００４２】
〔結晶性エステル化合物〕
　本発明に係るトナー粒子に含有される結晶性エステル化合物は、特定のスチレン－アク
リル系樹脂におけるエチレン（プロピレン）グリコール鎖との親和性の高さによって熱定
着時に主として結着樹脂に対して可塑剤として作用し、低温定着性に寄与する定着助剤と
して機能するものである。
　結晶性エステル化合物は、直鎖構造を有するものである。本発明において、直鎖構造を
有する結晶性エステル化合物とは、すべての炭素鎖が直鎖状の構造を有するものをいう。
　結晶性エステル化合物としては、エステル結合を２つ以上有するものを用いることが好
ましく、具体的には、脂肪酸ジエステル化合物、エステル結合を３つ以上有する結晶性ポ
リエステル樹脂などが挙げられる。これらの中でも、エステル結合の数が多く、従って特
定のスチレン－アクリル系樹脂のエチレン（プロピレン）グリコール鎖との相互作用が強
く得られ、熱定着時の相溶性が強く得られると考えられることから、エステル結合を４つ
以上有する結晶性ポリエステル樹脂を用いることが好ましい。
【００４３】
　本発明において、結晶性エステル化合物とは、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）において、
階段状の吸熱変化ではなく、明確な吸熱ピークを有する化合物をいう。明確な吸熱ピーク
とは、具体的には、示差走査熱量測定（ＤＳＣ）において、昇温速度１０℃／ｍｉｎで測
定した際に、吸熱ピークの半値幅が１５℃以内であるピークのことを意味する。
【００４４】
　モノエステル化合物の具体例としては、例えばステアリン酸ステアリル、ステアリン酸
ベヘニル、ベヘン酸ベヘニル、パルミチン酸ベヘニル、アラキジン酸ベヘニル、テトラコ
サン酸ステアリル、ヘキサコサン酸ステアリルなどが挙げられる。
　脂肪族ジエステル化合物の具体例としては、例えばアジピン酸ジステアリル、エチレン
グリコールジステアレート、コハク酸ジベヘニル、コハク酸ジステアリル、アジピン酸ジ
ベヘニル、セバシン酸ジステアリル、エチレングリコールジベヘネート、１，４－ブタン
ジオールジステアレート、１，４－ブタンジオールジベヘネート、１，６－ヘキサンジオ
ールジステアレート、１，６－ヘキサンジオールジベヘネートなどが挙げられる。
【００４５】
　結晶性ポリエステル樹脂は、ジカルボン酸成分とジオール成分とから生成させることが
できる。
　ジカルボン酸成分としては、直鎖構造を有する脂肪族ジカルボン酸を用いる。ジカルボ
ン酸成分は、１種類のものに限定されるものではなく、２種類以上を混合して用いてもよ
い。また、ジオール成分としては、直鎖構造を有する脂肪族ジオールを用い、必要に応じ
て脂肪族ジオール以外のジオールを含有させてもよい。ジオール成分は、１種類のものに
限定されるものではなく、２種類以上を混合して用いてもよい。
【００４６】
　脂肪族ジカルボン酸としては、例えば、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、
アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼリン酸、セバシン酸、１，９－ノナンジカル
ボン酸、１，１０－デカンジカルボン酸、１，１１－ウンデカンジカルボン酸、１，１２
－ドデカンジカルボン酸、１，１３－トリデカンジカルボン酸、１，１４－テトラデカン
ジカルボン酸、１，１６－ヘキサデカンジカルボン酸、１，１８－オクタデカンジカルボ
ン酸などが挙げられ、また、これらの酸無水物を用いることもできる。
【００４７】
　脂肪族ジオールとしては、例えば、エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、
１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，
７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、１，９－ノナンジオール、１，１０
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－ドデカンジオール、１，１１－ウンデカンジオール、１，１２－ドデカンジオール、１
，１３－トリデカンジオール、１，１４－テトラデカンジオール、１，１８－オクタデカ
ンジオール、１，２０－エイコサンジオールなどが挙げられ、これらの中でも、エチレン
グリコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノナンジオ
ール、１，１０－デカンジオールを用いることが好ましい。
【００４８】
　脂肪族ジオール以外のジオールとしては、二重結合を有するジオール、スルホン酸基を
有するジオールなどが挙げられ、具体的には、二重結合を有するジオールとしては、例え
ば、２－ブテン－１，４－ジオール、３－ヘキセン－１，６－ジオール、４－オクテン－
１，８－ジオールなどが挙げられる。
　結晶性ポリエステル樹脂を形成するためのジオール成分としては、脂肪族ジオールの含
有量が８０構成モル％以上とされることが好ましく、より好ましくは９０構成モル％以上
である。ジオール成分における脂肪族ジオールの含有量が８０構成モル％以上とされるこ
とにより、結晶性ポリエステル樹脂の結晶性を確保することができる。
【００４９】
　上記のジオール成分とジカルボン酸成分との使用比率は、ジオール成分のヒドロキシル
基［ＯＨ］とジカルボン酸成分のカルボキシル基［ＣＯＯＨ］との当量比［ＯＨ］／［Ｃ
ＯＯＨ］が、１．５／１～１／１．５とされることが好ましく、さらに好ましくは１．２
／１～１／１．２である。
　ジオール成分とジカルボン酸成分との使用比率が上記の範囲にあることにより、所望の
分子量を有する結晶性ポリエステル樹脂を確実に得ることができる。
【００５０】
　結晶性ポリエステル樹脂は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によ
る重量平均分子量（Ｍｗ）が１，０００～５０，０００であることが好ましく、さらに好
ましくは２，０００～３０，０００である。
　結晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、測定試料として結晶性ポリエス
テル樹脂を用いて上記と同様にして測定されるものである。
【００５１】
　本発明に係る結晶性エステル化合物としては、用いる結着樹脂の種類によっても異なる
が、その溶解度パラメーター値（（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 ）をＳＰ（Ｅ）としたときに、
ＳＰ（Ｅ）が、８．５～１０．５であるものを用いることが好ましく、より好ましくは９
．０～１０．２であるものを用いることが好ましい。
　結晶性エステル化合物の溶解度パラメーター値ＳＰ（Ｅ）が上記のような範囲にあるも
のを用いることにより、当該結晶性エステル化合物とエチレン（プロピレン）グリコール
鎖との高い親和性が得られ、熱定着時に結着樹脂の可塑化が促進される効果が確実に得ら
れる。
【００５２】
　結晶性エステル化合物の融点をＴｍ（Ｅ）としたとき、Ｔｍ（Ｅ）は５０℃以上１２０
℃未満であることが好ましく、６０℃以上９０℃未満であることがより好ましい。
　結晶性エステル化合物の融点が上記の範囲にあることにより、低温定着性および定着分
離性が確実に得られる。一方、結晶性エステル化合物の融点が過度に低い場合は、優れた
定着分離性が満足に得られないおそれがあり、また、結晶性エステル化合物の融点が過度
に高い場合は、十分な低温定着性が得られないおそれがある。
【００５３】
　結晶性エステル化合物の融点は、具体的には、示差走査熱量計として「ダイヤモンドＤ
ＳＣ」（パーキンエルマー社製）を用い、昇降速度１０℃／ｍｉｎで０℃から２００℃ま
で昇温する第１昇温過程、冷却速度１０℃／ｍｉｎで２００℃から０℃まで冷却する冷却
過程、および昇降速度１０℃／ｍｉｎで０℃から２００℃まで昇温する第２昇温過程をこ
の順に経る測定条件（昇温・冷却条件）によって測定されるものであり、この測定によっ
て得られるＤＳＣ曲線に基づいて、第１昇温過程における結晶性エステル化合物に由来の
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吸熱ピークトップ温度を、融点とするものである。測定手順としては、結晶性エステル化
合物３．０ｍｇをアルミニウム製パンに封入し、ダイヤモンドＤＳＣサンプルホルダーに
セットする。リファレンスは空のアルミニウム製パンを使用した。
【００５４】
　結晶性エステル化合物は、トナー粒子中において１～３０質量％の割合で含有されるこ
とが好ましく、より好ましくは５～２０質量％である。
　結晶性エステル化合物の含有割合が上記範囲内であることにより、十分な低温定着性お
よび耐熱保存性が確実に両立して得られる。結晶性エステルの含有割合が過多である場合
は、結着樹脂が過度に柔らかくなるため、トナーの耐熱保存性が悪化するおそれがある。
また、結晶性エステル化合物の含有割合が過少である場合は、十分な低温定着性が得られ
ないおそれがある。
【００５５】
〔ワックス〕
　本発明に係るトナー粒子中には、結着樹脂並びに結晶性エステル化合物の他に、その組
成が当該結晶性エステル化合物と異なるワックスが内添剤として含有されていることが好
ましい。
　このワックスは、定着分離性などに寄与する離型剤として機能するものである。
【００５６】
　ワックスは、当該ワックスの溶解度パラメーター値（（ｃａｌ／ｃｍ3 ）1/2 ）をＳＰ
（Ｗ）としたときに、ＳＰ（Ｗ）＜ＳＰ（Ｅ）を満たすものであることが好ましく、具体
的にはそれらの差が０．１以上であることが好ましい。
　ワックスおよび結晶性エステル化合物が上記の関係を満たすことにより、ワックスによ
る離型性と、結晶性エステル化合物による結着樹脂の可塑化を促進する効果がそれぞれ確
実に得られる。
【００５７】
　ワックスの溶解度パラメーター値ＳＰ（Ｗ）は、併用する結晶性エステル化合物の溶解
度パラメーター値ＳＰ（Ｅ）によっても異なるが、具体的には８．１～８．９であること
が好ましく、より好ましくは８．１～８．７である。ワックスの溶解度パラメーター値Ｓ
Ｐ（Ｗ）が上記の範囲内にあることにより、熱定着時に良好な離型性を発揮させることが
できる。一方、ワックスの溶解度パラメーター値ＳＰ（Ｗ）が過度に低い場合は、結着樹
脂中に保持することができずにブリードが生じることによって十分な耐熱保管性が得られ
ないおそれや、機内汚染による画像不良が生じるおそれがあり、また、ワックスの溶解度
パラメーター値ＳＰ（Ｗ）が過度に高い場合は、十分な離型性が得られず定着分離性が十
分に得られないおそれがある。
【００５８】
　ワックスの融点をＴｍ（Ｗ）としたとき、Ｔｍ（Ｗ）はＴｍ（Ｗ）＜Ｔｍ（Ｅ）を満た
すものであることが好ましく、具体的には５０℃以上１２０℃未満であることが好ましく
、より好ましくは６０℃以上９０℃未満である。
　Ｔｍ（Ｗ）＜Ｔｍ（Ｅ）を満たすワックスを用いることにより、熱定着時にワックスが
先行して浸み出し、その後、結晶性エステル化合物が溶解して結着樹脂の可塑化が促進さ
れるので、優れた定着分離性および耐ホットオフセット性が得られる。
　上記の範囲の融点を有するワックスを用いることにより、得られるトナーに耐熱保存性
が確保されると共に、安定した低温定着性が得られる。一方、ワックスの融点が過度に低
い場合は、ブリードが生じることによってトナーに十分な耐熱保管性が得られないおそれ
があり、また、ワックスの融点が過度に高い場合は、ワックスを結晶性エステル化合物に
十分に先行して溶融させることができず、優れた定着分離性が満足に得られないおそれが
ある。
　ワックスの融点は、測定試料をワックスとして上述の通りに測定したものである。
【００５９】
　ワックスとしては、結晶性エステル化合物と異なるものであれば特に限定されずに用い
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ることができ、具体的には、例えば、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックスな
どのポリオレフィンワックス；マイクロクリスタリンワックスなどの分枝鎖状炭化水素ワ
ックス；パラフィンワックス、サゾールワックスなどの長鎖炭化水素系ワックス；ジステ
アリルケトンなどのジアルキルケトン系ワックス；カルナバワックス；モンタンワックス
；ステアリン酸ステアリル、ステアリン酸ベヘニル、ベヘン酸ベヘニル、パルミチン酸ベ
ヘニル、アラキジン酸ベヘニル、テトラコサン酸ステアリル、ヘキサコサン酸ステアリル
、トリメチロールプロパントリベヘネート、ペンタエリスリトールテトラベヘネート、ペ
ンタエリスリトールジアセテートジベヘネート、グリセリントリベヘネート、１，１８－
オクタデカンジオールジステアレート、トリメリット酸トリステアリル、ジステアリルマ
レエートなどのエステル系ワックス；エチレンジアミンベヘニルアミド、トリメリット酸
トリステアリルアミドなどのアミド系ワックスなどが挙げられる。これらは１種単独でま
たは２種以上を組み合わせて使用することができる。
　これらの中でも、炭化水素系ワックスを用いることが好ましい。
【００６０】
　ワックスは、トナー粒子中において１～３０質量％の割合で含有されることが好ましく
、より好ましくは５～２０質量％である。ワックスの含有割合が上記範囲内であることに
より定着分離性が十分に得られる。ワックスの含有割合が過多である場合は、トナー粒子
が過度に柔らかくなってトナーの耐熱保存性が悪化するおそれがある。
【００６１】
　本発明に係るトナー粒子において、結晶性エステル化合物とワックスとの合計の含有量
は、２～４０質量％であることが好ましく、より好ましくは５～３０質量％である。
　ワックスと結晶性エステル化合物との合計の含有量が過少である場合は、十分な離型性
および低温定着性が得られないおそれがあり、また、ワックスと結晶性エステル化合物と
の合計の含有量が過多である場合は、ブリードが生じることによってトナーに十分な耐熱
保管性が得られないおそれがある。
【００６２】
　また、ワックスと結晶性エステル化合物の質量比（ワックス／結晶性エステル化合物）
は、３０／７０～８０／２０であることが好ましく、より好ましくは４０／６０～７０／
３０である。
　結晶性エステル化合物に対するワックスの質量比が過少である場合は、離型性を十分に
得ることができないおそれがある。結晶性エステル化合物に対するワックスの質量比が過
多である場合は、十分な低温定着性が得られないおそれがある。
【００６３】
　本発明に係るトナー粒子中には、結着樹脂並びに結晶性エステル化合物の他に、さらに
、必要に応じて着色剤や荷電制御剤などの内添剤が含有されていてもよい。
【００６４】
〔着色剤〕
　着色剤としては、一般に知られている染料および顔料を用いることができる。
　黒色のトナーを得るための着色剤としては、ファーネスブラック、チャンネルブラック
などのカーボンブラック、マグネタイト、フェライトなどの磁性体、染料、非磁性酸化鉄
を含む無機顔料などの公知の種々のものを任意に使用することができる。
　カラーのトナーを得るための着色剤としては、染料、有機顔料などの公知のものを任意
に使用することができ、具体的には、有機顔料としては例えばＣ．Ｉ．ピグメントレッド
５、同４８：１、同５３：１、同５７：１、同８１：４、同１２２、同１３９、同１４４
、同１４９、同１６６、同１７７、同１７８、同２２２、同２３８、同２６９、Ｃ．Ｉ．
ピグメントイエロー１４、同１７、同７４、同９３、同９４、同１３８、同１５５、同１
８０、同１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメントオレンジ３１、同４３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー
１５；３、同６０、同７６などを挙げることができ、染料としては例えばＣ．Ｉ．ソルベ
ントレッド１、同４９、同５２、同５８、同６８、同１１、同１２２、Ｃ．Ｉ．ソルベン
トイエロー１９、同４４、同７７、同７９、同８１、同８２、同９３、同９８、同１０３
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、同１０４、同１１２、同１６２、Ｃ．Ｉ．ソルベントブルー２５、同３６、同６９、同
７０、同９３、同９５などを挙げることができる。
　各色のトナーを得るための着色剤は、各色について、１種単独でまたは２種以上を組み
合わせて使用することができる。
　着色剤の含有割合としては、トナー粒子中に１～１０質量％とされることが好ましく、
より好ましくは２～８質量％である。
【００６５】
〔荷電制御剤〕
　荷電制御剤としては、公知の種々の化合物を用いることができる。
　トナー粒子中における荷電制御剤の含有割合としては、結着樹脂に対して通常０．１～
１０質量％とされ、好ましくは０．５～５質量％とされる。
【００６６】
〔トナーの軟化点〕
　トナーの軟化点は、トナーに低温定着性を得る観点から、８０～１２０℃であることが
好ましく、より好ましくは９０～１１０℃である。
　トナーの軟化点が上記範囲にあることにより、低温定着性および定着分離性が確実に得
られる。
　トナーの軟化点は、試料としてトナーを用いて上記と同様に測定されるものである。
【００６７】
〔トナーの平均粒径〕
　本発明のトナーは、平均粒径が、例えば体積基準のメジアン径で３～９μｍであること
が好ましく、より好ましくは３～８μｍとされる。この粒径は、例えば後述する乳化凝集
法を採用して製造する場合には、使用する凝集剤の濃度や有機溶媒の添加量、融着時間、
重合体の組成によって制御することができる。
　体積基準のメジアン径が上記の範囲にあることにより、転写効率が高くなってハーフト
ーンの画質が向上し、細線やドットなどの画質が向上する。
【００６８】
　トナーの体積基準のメジアン径は「マルチサイザー３」（ベックマン・コールター社製
）に、データ処理用ソフト「Ｓｏｆｔｗａｒｅ　Ｖ３．５１」を搭載したコンピューター
システムを接続した測定装置を用いて測定・算出されるものである。
　具体的には、試料（トナー）０．０２ｇを、界面活性剤溶液２０ｍＬ（トナー粒子の分
散を目的として、例えば界面活性剤成分を含む中性洗剤を純水で１０倍希釈した界面活性
剤溶液）に添加して馴染ませた後、超音波分散を１分間行い、トナー分散液を調製し、こ
のトナー分散液を、サンプルスタンド内の「ＩＳＯＴＯＮII」（ベックマン・コールター
社製）の入ったビーカーに、測定装置の表示濃度が８％になるまでピペットにて注入する
。ここで、この濃度範囲にすることにより、再現性のある測定値を得ることができる。そ
して、測定装置において、測定粒子カウント数を２５０００個、アパーチャ径を５０μｍ
にし、測定範囲である１～３０μｍの範囲を２５６分割しての頻度値を算出し、体積積算
分率の大きい方から５０％の粒径が体積基準のメジアン径とされる。
【００６９】
〔トナーの平均円形度〕
　本発明のトナーは、転写効率の向上の観点から、平均円形度が０．９３０～１．０００
であることが好ましく、より好ましくは０．９５０～０．９９５である。
【００７０】
　本発明において、トナーの平均円形度は、「ＦＰＩＡ－２１００」（Ｓｙｓｍｅｘ社製
）を用いて測定されるものである。
　具体的には、試料（トナー）を界面活性剤入り水溶液にてなじませ、超音波分散処理を
１分間行って分散させた後、「ＦＰＩＡ－２１００」（Ｓｙｓｍｅｘ社製）により、測定
条件ＨＰＦ（高倍率撮像）モードにて、ＨＰＦ検出数３，０００～１０，０００個の適正
濃度で撮影を行い、個々のトナー粒子について下記式（Ｔ）に従って円形度を算出し、各
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トナー粒子の円形度を加算し、全トナー粒子数で除することにより算出される。
　式（Ｔ）：円形度＝（粒子像と同じ投影面積をもつ円の周囲長）／（粒子投影像の周囲
長）
【００７１】
〔トナーの製造方法〕
　本発明のトナーを製造する方法としては、特に限定されず、混練粉砕法、懸濁重合法、
乳化凝集法、溶解懸濁法、ポリエステル伸長法、分散重合法など公知の方法が挙げられる
。
　これらの中でも、高画質化、帯電の高安定化に有利となる粒径の均一性、形状の制御性
、コア－シェル構造形成の容易性の観点から、乳化凝集法を採用することが好ましい。
　乳化凝集法は、界面活性剤や分散安定剤によって分散された結着樹脂の微粒子（以下、
「樹脂微粒子」ともいう。）の分散液を、必要に応じて着色剤の微粒子などのトナー粒子
構成成分の分散液と混合し、凝集剤を添加することによって所望のトナーの粒径となるま
で凝集させ、その後または凝集と同時に、樹脂微粒子間の融着を行い、形状制御を行うこ
とにより、トナー粒子を形成する方法である。
　ここで、樹脂微粒子は、組成の異なる樹脂よりなる２層以上の構成とする複数層で形成
された複合粒子とすることもできる。
　樹脂微粒子は、例えば、乳化重合法、ミニエマルション重合法、転相乳化法などにより
製造、またはいくつかの製法を組み合わせて製造することができる。樹脂微粒子に内添剤
を含有させる場合には、中でもミニエマルション重合法を用いることが好ましい。
　トナー粒子中に内添剤を含有させる場合は、樹脂微粒子を内添剤を含有したものとして
もよく、また、別途内添剤のみよりなる内添剤微粒子の分散液を調製し、当該内添剤微粒
子を樹脂微粒子を凝集させる際に共に凝集させてもよい。
　また、トナー粒子をコア－シェル構造を有するものとして構成する場合は、凝集時に組
成の異なる樹脂微粒子を時間差で添加して凝集させればよい。
【００７２】
　本発明に係るトナー粒子中に、特定のスチレン－アクリル系樹脂を導入する方法につい
て、以下具体的に説明する。
　乳化凝集法においては、凝集する樹脂微粒子に特定のスチレン－アクリル系樹脂を導入
すればよく、樹脂微粒子が２層以上の構成を有する複合粒子からなる場合は、当該特定の
スチレン－アクリル系樹脂は複合粒子のいかなる層へ導入してもよい。
　乳化凝集法においては、特定のスチレン－アクリル系樹脂が導入された樹脂微粒子と共
に、特定のスチレン－アクリル系樹脂を含まない樹脂からなる樹脂微粒子を凝集させても
よい。また、凝集時の特定のスチレン－アクリル系樹脂が導入された樹脂微粒子の添加時
期としては、凝集の初期から後期にわたるどのタイミングにおいて添加してもよく、また
、複数回に分けて添加してもよい。
　また、混練粉砕法においては、特定のスチレン－アクリル系樹脂を単独でもしくはその
他の樹脂と共に混練すればよい。
【００７３】
　また、本発明に係るトナー粒子中に結晶性エステル化合物を導入する方法としては、例
えば乳化凝集法を用いてトナーを製造する場合は、凝集する樹脂微粒子に結晶性エステル
化合物を導入するミニエマルション重合法を用いればよく、樹脂微粒子が２層以上の構成
を有する複合粒子からなる場合は、当該結晶性エステル化合物は複合粒子のいかなる層へ
導入してもよい。
　また、結晶性エステル化合物による微粒子を転相乳化法などで作製し、これを樹脂微粒
子と共に凝集させることによってトナー粒子中に導入することもできる。
【００７４】
〔外添剤〕
　本発明に係るトナー粒子は、そのままトナー粒子として使用することが可能であるが、
トナーとしての帯電性能や流動性、あるいはクリーニング性を向上させる観点から、その
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表面に公知の無機微粒子や有機微粒子などの粒子、滑材を外添剤として添加することでき
る。
　無機微粒子としては、シリカ、チタニア、アルミナ、チタン酸ストロンチウムなどによ
る無機微粒子を好ましいものとして挙げられる。
　必要に応じてこれらの無機微粒子は疎水化処理されていてもよい。
　有機微粒子としては、数平均一次粒子径が１０～２０００ｎｍ程度の球形の有機微粒子
を使用することができる。具体的には、スチレンやメチルメタクリレートなどの単独重合
体やこれらの共重合体による有機微粒子を使用することができる。
　滑材は、クリーニング性や転写性をさらに向上させる目的で使用されるものであって、
滑材としては、例えば、ステアリン酸の亜鉛、アルミニウム、銅、マグネシウム、カルシ
ウムなどの塩、オレイン酸の亜鉛、マンガン、鉄、銅、マグネシウムなどの塩、パルミチ
ン酸の亜鉛、銅、マグネシウム、カルシウムなどの塩、リノール酸の亜鉛、カルシウムな
どの塩、リシノール酸の亜鉛、カルシウムなどの塩などの高級脂肪酸の金属塩が挙げられ
る。これらの外添剤としては種々のものを組み合わせて使用してもよい。
　外添剤の添加量は、トナー粒子に対して０．１～１０．０質量％とされる。
　外添剤の添加方法としては、タービュラーミキサー、ヘンシェルミキサー、ナウターミ
キサー、Ｖ型混合機などの公知の種々の混合装置を使用して添加する方法が挙げられる。
【００７５】
〔現像剤〕
　本発明のトナーは、磁性または非磁性の一成分現像剤として使用することもできるが、
キャリアと混合して二成分現像剤として使用してもよい。
　トナーを二成分現像剤として使用する場合において、当該トナーのキャリアに対する混
合量は、２～１０質量％であることが好ましい。
　トナーとキャリアを混合する混合装置は、特に限定されるものではなく、ナウターミキ
サー、ＷコーンおよびＶ型混合機などが挙げられる。
【００７６】
　キャリアは、平均粒径が体積基準のメジアン径で１０～６０μｍであることが好ましい
。
　本発明において、キャリアの体積基準のメジアン径は、代表的には湿式分散機を備えた
レーザ回折式粒度分布測定装置「ヘロス（ＨＥＬＯＳ）」（シンパティック（ＳＹＭＰＡ
ＴＥＣ）社製）により測定されるものである。
【００７７】
　また、キャリアとしては、磁性体粒子を芯材（コア）とし、その表面を樹脂で被覆した
コートキャリアを用いることが好ましい。芯材の被覆に用いられる樹脂としては、特に制
限はなく、各種の樹脂を用いることができ、例えば正帯電性のものとして構成されたトナ
ーに対しては、フッ素系樹脂、フッ素－アクリル酸系樹脂、シリコーン系樹脂、変性シリ
コーン系樹脂などを用いることができ、特に縮合型のシリコーン系樹脂を用いることが好
ましく、また例えば負帯電性のものとして構成されたトナーに対しては、スチレン－アク
リル系樹脂、スチレン－アクリル系樹脂とメラミン系樹脂の混合樹脂およびその硬化樹脂
、シリコーン系樹脂、変性シリコーン系樹脂、エポキシ系樹脂、ポリエステル系樹脂、ウ
レタン系樹脂、ポリエチレン系樹脂などを用いることができ、その中でも、スチレン－ア
クリル系樹脂とメラミン系樹脂の混合樹脂およびその硬化樹脂、並びに縮合型のシリコー
ン系樹脂を用いることが好ましい。
【００７８】
　本発明のトナーが二成分現像剤として使用される場合には、トナーおよびキャリアに、
さらに、必要に応じて、荷電制御剤、密着性向上剤、プライマー処理剤、抵抗制御剤など
を添加して二成分現像剤を形成することもできる。
【００７９】
〔画像形成装置〕
　本発明のトナーは、一般的な電子写真方式の画像形成方法に用いることができ、このよ
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うな画像形成方法が行われる画像形成装置としては、例えば静電潜像担持体である感光体
と、トナーと同極性のコロナ放電によって当該感光体の表面に一様な電位を与える帯電手
段と、一様に帯電された感光体の表面上に画像データに基づいて像露光を行うことにより
静電潜像を形成させる露光手段と、トナーを感光体の表面に搬送して前記静電潜像を顕像
化してトナー像を形成する現像手段と、当該トナー像を必要に応じて中間転写体を介して
画像支持体に転写する転写手段と、画像支持体上のトナー像を熱定着させる定着手段を有
するものを用いることができる。
　また、本発明のトナーは、定着温度（定着部材の表面温度）が１００～２００℃とされ
る比較的低温のものにおいて好適に用いることができる。
【００８０】
　以上のようなトナーによれば、当該トナーが結着樹脂および結晶性エステル化合物を含
有するトナー粒子からなり、当該トナーの結着樹脂を構成するスチレン－アクリル系樹脂
にエチレン（プロピレン）グリコール鎖含有構造単位が含まれていることによって、優れ
た低温定着性、耐熱保管性および帯電の長期安定性が得られる。
【００８１】
　以上、本発明の実施形態について具体的に説明したが、本発明の実施形態は上記の例に
限定されるものではなく、種々の変更を加えることができる。
【実施例】
【００８２】
　以下、本発明の具体的な実施例について説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
　結晶性ポリエステル樹脂の分子量および融点は上記と同様にして測定した。
【００８３】
〔結晶性エステル化合物〔Ａ１〕の合成例〕
　三ツ口フラスコに、１，１０－デカンジオール３００ｇと、１，１０－デカンジカルボ
ン酸２５０ｇと、触媒Ｔｉ（ＯＢｕ）4 （カルボン酸成分に対し、０．０１４質量％）と
を入れた後、減圧操作により容器内の空気を減圧した。さらに、窒素ガスにより不活性雰
囲気下とし、機械撹拌にて１８０℃で６時間還流を行った。その後、減圧蒸留にて未反応
のモノマー成分を除去し、２２０℃まで徐々に昇温を行って１２時間撹拌を行った。粘稠
な状態となったところで冷却することにより、結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ１〕を得た。
　得られた結晶性ポリエステル樹脂〔Ａ１〕は、重量平均分子量（Ｍｗ）が１７，６００
であり、融点が８２℃であった。
【００８４】
〔結晶性エステル化合物〔Ａ２〕～〔Ａ５〕の合成例〕
　結晶性ポリエステル樹脂の合成例Ａ１において、カルボン酸モノマーおよびアルコール
モノマーとして下記表１に記載されたものを用いることの他は同様にして、結晶性ポリエ
ステル樹脂〔Ａ２〕～〔Ａ５〕を得た。
　これらの重量平均分子量（Ｍｗ）および融点、ＳＰ値を表１に示す。
【００８５】
〔結晶性エステル化合物〔Ａ６〕の合成例〕
　冷却管、温度計、撹拌機、脱水装置および窒素導入管を備えた反応容器に、アジピン酸
６４重量部、ステアリルアルコール２３６重量部および縮合触媒としてチタニウムジヒド
ロキシビス（トリエタノールアミネート）０．５重量部を投入し、１８０℃で窒素気流下
に、生成する水を留去しながら２時間反応させ、更に５～２０ｍｍＨｇの減圧下に３時間
反応させて、アジピン酸ジステアリル（結晶性エステル化合物〔Ａ６〕）を得た。
【００８６】
〔結晶性エステル化合物〔Ａ７〕の合成例〕
　冷却管、温度計、撹拌機、脱水装置および窒素導入管を備えた反応容器に、ステアリン
酸２４８ｇ、エチレングリコール２７ｇおよび縮合触媒としてチタニウムジヒドロキシビ
ス（トリエタノールアミネート）０．５ｇを投入し、１８０℃で窒素気流下に、生成する
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水を留去しながら２時間反応させ、更に５～２０ｍｍＨｇの減圧下に３時間反応させて、
エチレングリコールジステアレート（結晶性エステル化合物〔Ａ７〕）を得た。
【００８７】
〔結晶性エステル化合物〔Ａ８〕の合成例〕
　冷却管、温度計、撹拌機、脱水装置及び窒素導入管を備えた反応容器に、ベヘン酸１７
０ｇ、ベヘニルアルコール１６３ｇおよび縮合触媒としてチタニウムジヒドロキシビス（
トリエタノールアミネート）０．５ｇを投入し、１８０℃で窒素気流下に、生成する水を
留去しながら２時間反応させ、更に５～２０ｍｍＨｇの減圧下に３時間反応させて、ベヘ
ン酸ベヘニル（結晶性エステル化合物〔Ａ８〕）を得た。
【００８８】
〔結晶性エステル化合物〔Ａ９〕の合成例〕
　冷却管、温度計、撹拌機、脱水装置及び窒素導入管を備えた反応容器に、ステアリン酸
５００g、ペンタエリスリトール６０ｇおよび縮合触媒としてチタニウムジヒドロキシビ
ス（トリエタノールアミネート）０．５ｇを投入し、１８０℃で窒素気流下に、生成する
水を留去しながら２時間反応させ、更に５～２０ｍｍＨｇの減圧下に３時間反応させて、
ペンタエリスリトールテトラステアレート（結晶性エステル化合物〔Ａ９〕）を得た。
【００８９】
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【表１】

【００９０】
＜実施例１：トナーの作製例１＞
（１）コア用樹脂微粒子の分散液の調製
（第１段重合）
　撹拌装置、温度センサー、冷却管、窒素導入装置を取り付けた５Ｌの反応容器に、ポリ
オキシエチレン（２）ドデシルエーテル硫酸ナトリウム４ｇおよびイオン交換水３０００
ｇを仕込み、窒素気流下２３０ｒｐｍの撹拌速度で撹拌しながら、内温を８０℃に昇温さ
せた。昇温後、過硫酸カリウム１０ｇをイオン交換水２００ｇに溶解させたものを添加し
、液温７５℃とし、
　スチレン　　　　　　　　　　５６８ｇ
　ｎ－ブチルアクリレート　　　１６４ｇ
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　メタクリル酸　　　　　　　　　６８ｇ
からなる単量体混合液を１時間かけて滴下後、７５℃にて２時間加熱、撹拌することによ
り重合を行うことにより、樹脂粒子〔ｂ１〕の分散液を調製した。
（第２段重合）
　撹拌装置、温度センサー、冷却管、窒素導入装置を取り付けた５Ｌの反応容器に、ポリ
オキシエチレン（２）ドデシルエーテル硫酸ナトリウム２ｇをイオン交換水３０００ｇに
溶解させた溶液を仕込み、８０℃に加熱後、上記の樹脂粒子〔ｂ１〕４２ｇ（固形分換算
）、ワックス「ＨＮＰ－０１９０」（日本精蝋社製）３５ｇおよび上記の結晶性ポリエス
テル樹脂〔Ａ１〕７０ｇを、
　スチレン　　　　　　　　　　１９５ｇ
　ｎ－ブチルアクリレート　　　　９１ｇ
　メタクリル酸　　　　　　　　　２０ｇ
　ｎ－オクチルメルカプタン　　　　３ｇ
からなる単量体溶液に８０℃にて溶解させた溶液を添加し、循環経路を有する機械式分散
機「ＣＬＥＡＲＭＩＸ」（エム・テクニック社製）により、１時間混合分散させることに
より、乳化粒子（油滴）を含む分散液を調製した。
　次いで、この分散液に、過硫酸カリウム５ｇをイオン交換水１００ｇに溶解させた開始
剤溶液を添加し、この系を８０℃にて１時間にわたって加熱撹拌して重合を行うことによ
り、樹脂粒子〔ｂ２〕の分散液を調製した。
（第３段重合）
　上記の樹脂粒子〔ｂ２〕の分散液に、さらに、過硫酸カリウム１０ｇをイオン交換水２
００ｇに溶解させた溶液を添加し、８０℃の温度条件下に、
　スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１５ｇ
　ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４５ｇ
　エチレン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体（１－１）（表２参照）　　　２５ｇ
　メタクリル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４ｇ
　ｎ－オクチルメルカプタン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６ｇ
からなる単量体混合液を１時間かけて滴下した。滴下終了後、２時間にわたって加熱撹拌
することにより重合を行った後、２８℃まで冷却することにより、コア用樹脂微粒子〔Ｃ
１〕の分散液を得た。
【００９１】
（２）シェル用樹脂微粒子の分散液の調製
　撹拌装置、温度センサー、冷却管、窒素導入装置を付けた反応容器に、ポリオキシエチ
レンドデシルエーテル硫酸ナトリウム２．０ｇをイオン交換水３０００ｇに溶解させた界
面活性剤溶液を仕込み、窒素気流下２３０ｒｐｍの撹拌速度で撹拌しながら、内温を８０
℃に昇温させた。
　この溶液に、過硫酸カリウム１０ｇをイオン交換水２００ｇに溶解させた開始剤溶液を
添加し、
　スチレン　　　　　　　　　５６４ｇ
　ｎ－ブチルアクリレート　　１４０ｇ
　メタクリル酸　　　　　　　　９６ｇ
　ｎ－オクチルメルカプタン　　１２ｇ
からなる化合物を混合してなる重合性単量体混合液を３時間かけて滴下した。滴下後、こ
の系を８０℃にて１時間にわたって加熱、撹拌して重合を行うことにより、シェル用樹脂
微粒子〔Ｓ１〕の分散液を得た。
【００９２】
（３）着色剤微粒子分散液の調製
　ドデシル硫酸ナトリウム９０ｇをイオン交換水１６００ｇに撹拌溶解した。この溶液を
撹拌しながら、カーボンブラック「リーガル３３０Ｒ」（キャボット社製）４２０ｇを徐
々に添加し、次いで、撹拌装置「クレアミックス」（エム・テクニック（株）製）を用い
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て分散処理することにより、着色剤微粒子の分散液〔Ｂｋ〕を調製した。
　この着色剤微粒子の分散液〔Ｂｋ〕における着色剤微粒子の粒子径を、電気泳動光散乱
光度計「ＥＬＳ－８００」（大塚電子社製）を用いて測定したところ、１１０ｎｍであっ
た。
【００９３】
（４）トナー粒子の形成
（凝集・融着工程）
　撹拌装置、温度センサー、冷却管、窒素導入装置を取り付けた５Ｌの反応容器に、コア
用樹脂微粒子〔Ｃ１〕の分散液３６０ｇ（固形分換算）と、イオン交換水１１００ｇと、
着色剤微粒子の分散液〔Ｂｋ〕２００ｇとを仕込み、液温を３０℃に調整した後、５Ｎの
水酸化ナトリウム水溶液を加えてｐＨを１０に調整した。次いで、塩化マグネシウム６０
ｇをイオン交換水６０ｇに溶解した水溶液を、撹拌下、３０℃にて１０分間かけて添加し
た。３分間保持した後に昇温を開始し、この系を６０分間かけて８５℃まで昇温し、８５
℃を保持したまま粒子成長反応を継続した。この状態で、「コールターマルチサイザー３
」（ベックマン・コールター社製）にて会合粒子の粒径を測定し、体積基準のメジアン径
が６μｍになった時点で、塩化ナトリウム４０ｇをイオン交換水１６０ｇに溶解した水溶
液を添加して粒子成長を停止させ、さらに、熟成工程として液温度８０℃にて1時間にわ
たって加熱撹拌することにより粒子間の融着を進行させ、これにより、コア粒子〔１〕を
形成した。
（シェリング工程）
　次いで、シェル用樹脂微粒子〔Ｓ１〕４０ｇ（固形分換算）を添加し、８０℃にて1時
間にわたって撹拌を継続し、コア粒子〔１〕の表面にシェル用樹脂微粒子〔Ｓ１〕を融着
させてシェル層を形成させた。ここで、塩化ナトリウム１５０ｇをイオン交換水６００ｇ
に溶解した水溶液を添加し８０℃にて熟成処理を行い、所望の円形度になった時点で３０
℃に冷却した。
（洗浄・乾燥工程）
　生成した粒子をバスケット型遠心分離機「ＭＡＲＫIII 型式番号６０×４０」（松本機
械（株）製）で固液分離し、トナー母体粒子のウェットケーキを形成した。このウェット
ケーキを、前記バスケット型遠心分離機で濾液の電気伝導度が５μＳ／ｃｍになるまで４
０℃のイオン交換水で洗浄し、その後「フラッシュジェットドライヤー」（セイシン企業
社製）に移し、水分量が０．５質量％となるまで乾燥することにより、トナー母体粒子〔
１〕を得た。
（外添剤添加工程）
　トナー母体粒子〔１〕に、疎水性シリカ（数平均一次粒子径＝１２ｎｍ）１質量％およ
び疎水性チタニア（数平均一次粒子径＝２０ｎｍ）０．３質量％を添加し、ヘンシェルミ
キサーにより混合することにより、トナー〔１〕を作製した。
【００９４】
＜実施例２～１２、比較例１～４：トナーの作製例２～１６＞
　トナーの作製例１において、「エチレン（プロピレン）グリコール鎖含有単量体（１－
１）」の代わりに、表３に従って、表２に記載のエチレン（プロピレン）グリコール鎖含
有単量体を用いると共に、結晶性エステル化合物として、表３に従って、表１に記載のも
のを用いたことの他は同様にして、トナー〔２〕～〔１６〕を作製した。
【００９５】
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【表２】

【００９６】
【表３】

【００９７】
〔現像剤の製造〕
　トナー〔１〕～〔１６〕の各々に対して、シリコーン樹脂を被覆した体積平均粒径３５
μｍのフェライトキャリアをトナー濃度が６％となるよう混合することにより、現像剤〔
１〕～〔１６〕を調製した。
【００９８】
〔評価１：低温定着性〕
　複写機「ｂｉｚｈｕｂ　ＰＲＯ　Ｃ６５５０」（コニカミノルタビジネステクノロジー
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の範囲で変更することができるように改造したものを用い、常温常湿（温度２０℃、湿度
５０％ＲＨ）の環境下において、Ａ４サイズの上質紙上に、トナー付着量１０ｍｇ／ｃｍ
2 のベタ画像を定着させる定着実験を、設定される定着温度を１２０℃から５℃刻みで増
加させるように変更しながら２００℃まで繰り返し行った。
　目視で低温オフセットによる画像汚れが観察されない定着実験のうち、最低の定着温度
に係る定着実験の当該定着温度を、最低定着温度として評価した。結果を表４に示す。な
お、下限定着温度が１４０℃以下であるものを合格と判断する。
【００９９】
〔評価２：帯電の長期安定性〕
　高温高湿環境（温度３０℃、湿度８５％ＲＨ）において印字率１０％の文字画像を１０
万枚連続してプリントした後、白画像およびハーフトーン画像を含むテスト画像をプリン
トし、当該プリントにおけるカブリを観察すると共にハーフトーン画像の画像荒れを観察
し、下記の評価基準に従って評価した。結果を表４に示す。
－評価基準－
　◎：画像濃度の低下およびカブリはいずれも目視で観察されない。
　○：画像濃度の低下および／またはカブリが２０倍のルーペで若干観察されるが、実用
上問題のないレベル。
　△：画像濃度の低下および／またはカブリが目視で観察されるが、実用上問題のないレ
ベル。
　×：画像濃度の低下およびカブリが目視で発生し、実用上問題があるレベル。
【０１００】
〔評価３：耐熱保管性〕
　上記のトナー〔１〕～〔１６〕について、それぞれ、トナー０．５ｇを内径２１ｍｍの
１０ｍＬガラス瓶に取り、蓋を閉めてタップデンサー「ＫＹＴ－２０００」（セイシン企
業社製）で室温にて６００回振とうした後、蓋を取った状態で温度５５℃、湿度３５％Ｒ
Ｈの環境下に２時間放置した。次いで、トナーを４８メッシュ（日開き３５０μｍ）の篩
上に、トナーの凝集物を解砕しないよう注意しながら載せて、パウダーテスター（ホソカ
ワミクロン社製）にセットし、押さえバー、ノブナットで固定し、送り幅１ｍｍの振動強
度に調整し、１０秒間振動を加えた後、篩上の残存した残存トナー量を測定し、下記式（
３）によりトナー凝集率を算出し、これにより評価した。結果を表４に示す。
　式（３）：トナー凝集率（質量％）＝｛残存トナー量（ｇ）／０．５（ｇ）｝×１００
　なお、トナー凝集率が１５質量％未満である場合が優良、１５質量％以上２０質量％以
下である場合が良好として判断され、２０質量％を超える場合は、実用上使用不可であり
、不合格と判断される。
【０１０１】
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